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今回の障害者差別解消法の見直し検討について、私たちは特に「3．個別の論点と見直し

の方向性」における「（2）事業者による合理的配慮の提供」が重要だと考えています。 
事前に配布された資料のうち、「概要」ではピックアップされていませんが、詳細が記さ

れた本体を拝見しますと、「公的主体と私的主体との区別なく合理的配慮を提供する」のが、
障害者権利条約の精神だという事実に言及されています。それにも関わらず、現行の障害者
差別解消法において、公的主体は合理的配慮の提供が義務となっている一方で、私的主体に
対しては努力義務を求めるにとどまっていることは、矛盾していると言わざるをえません。
もちろん、規模が様々な私的主体に対して一括して義務を課すのは、過度な負担となったり、
まだ円滑に対応するための事例の蓄積が十分ではなかったりする事情から、高いハードル
があるのかも知れません。しかし、それならば、既に委員会においてもアイディアが出され
ている通り、「生活に密着しているなど特に社会的な必要性が高い分野について早急に義務
化」（P9）することから歩み出すべきでしょう。 
私たちは、それを「私立学校」から始めることを主張します。 
吃音のある人にとって、学校生活は非常に重みのある生活場面として捉えられています。

「話し方」は、アイデンティティーの一角を占めており、いわば外見や容姿に近い意味合い
を帯びていることは、言うまでもないでしょう。これは、例えば方言をからかわれることが、
とても「傷つく」体験として刻まれることが多いのに近い感覚です。その「話し方」に対し
てからかいなどネガティブな反応を受けたり、その際に適切なフォローを受けられない、或
いは再発防止のための対応が十分に得られなかったりすることは、特に多感な思春期や、自
己概念（セルフイメージ）を形成していくべき青年期においては大きな挫折体験として受け
止められ、社会不適応へとつながっていく懸念を生じさせると言っても、過言ではありませ
ん。 
文部科学省が平成 22 年に発表した資料（下掲）によりますと、私立高校に通う生徒は全

体の 3 割に及び、大学に至っては 7 割以上に達します。それにも関わらず、彼ら・彼女らが
合理的配慮を努力義務の範囲でしか受けられないことは、わが国におけるダイバーシティ
社会の建設という目標にとって、重大な問題であると言わざるをえません。また、十分な事
例の蓄積が見られない背景には、そもそも事例を積み重ねていく場そのものが、努力義務の
ベールの中で失われているという側面もあるのではないでしょうか。 
また、学校生活において、教職員など身近な大人から適切な支援を受けられることは、社

会に対する信頼感を醸成する契機にもなるでしょう。吃音のある人、ひいては障害のある人
が、学校生活を通じて社会に対する不安を強くしていくのではなく、むしろ希望を持って羽
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ばたいていく機会とするためにも、私立学校における合理的配慮の提供の義務化によって、
私的主体に対する義務化に先鞭をつけることを、私たちは強く要請します。 
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